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 本研究では，札幌市における10年分の都市計画基礎調査データを用いて，先行研究で提案した非線形

SVMによる住宅立地推定モデルの精度および信頼性の向上を図るとともに，本モデルによる居住地の将来

推計・可視化手法を開発した．具体的には，H17からH25までの都市計画基礎調査データから，住宅の「出

現・非出現」および「消失・非消失」に定常的に影響する当該住宅および周囲住宅による立地特性値を抽出

し，それを変数とした住宅立地判別モデルを構築した．次に，このモデルによって，2年毎の逐次予測を行

ない，10年後の予測結果と実際との比較から，本手法の精度を確認した．さらに，本手法を用いて，札幌市

における20年後までの居住地分布の中期予測を行ない，対象都市の将来像について考察を行った． 
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1． はじめに 

 

現在，我が国では，少子高齢化や人口減少が進行して

おり，多面的かつ迅速な対策が喫緊の課題となっている．

これらの課題は，今後の我が国の経済状況や社会情勢に

多大な影響を与えると懸念されている1)．さらに，それ

に伴う各都市における市街地のスプロール化2),3)や家屋の

空き家問題4)への対策など，人口減少下における将来の

都市構造のあり方について，多面的な議論がなされてい

る．このような議論を行うためには，現在の都市構造を

明らかにし，その上で将来の都市像を推測，可視化する

ことで，具体的な施策につなげることが必要となる． 

一方，近年，各種の行政関連資料のデジタル化が進ん

でおり，住宅に関しては，建物のマイクロジオデータを

用いて立地解析などを行うアプローチが増えつつある．

その中でも，おおむね5年毎に実施される都市計画に関

する基礎調査である「都市計画基礎調査」は，昨今，各

地方自治体で積極的にデジタル化が進められている．こ

のデータには，建物種別，建築年，延床面積など建物や

立地に関する多種の情報が位置情報とあわせて収録され

ていることから，地方都市における居住地構造の分析や

将来推計などの多様な解析に活用されることが期待され

ている．このように，都市計画基礎調査の位置情報付き

データ（以下，都市計画基礎調査データ）は，各自治体

で構築が進められており，基本的な現状分析に活用され

ているものの，都市の将来予測を行った事例は極めて少

ない．著者らは，帯広市の都市計画基礎調査データと，

条・丁目・町別・性別・年齢別人口のデータとを統合さ

せ，コーホート要因法により推計した将来居住者数を可

視化し，帯広市の将来における土地利用の方向性につい

て考察している5)．また，直接的な先行研究としては，

札幌市の都市計画基礎調査データを用いた事例も報告し

ている．この研究では，当該住宅および周辺住宅の建物

情報（立地特性値）を変数とした非線形サポートベクタ

ーマシン（SVM：Support Vector Machine）によって，住

宅立地パターン，すなわち「出現・非出現（空）」，

「消失・非消失（残存）」をそれぞれ判別する2つの住

宅立地判別モデルを開発した6)．しかしながら，本モデ

ルは，平成21，23年度の2年度分という短期間における

教師データから構築したものであり，中・長期における

将来予測を行うには信頼性に欠くという問題を有する． 

住宅の立地は，各種施策や人口動態，交通需要，地価

などの様々な要素により変動する．したがって，30年後，

50年後といった長期予測は難しいが，上記のような要素

が現状のまま保持する場合，いわゆるwith outケースを仮

定して10年後，20年後程度の居住地分布を予測できれば，

都市・交通施策等の中期的な計画に役立つものと思われ

る． 
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 そこで，本研究では，札幌市の平成17年度から25年度

までの都市計画基礎調査データを揃え，住宅の立地パタ

ーンに定常的に影響する立地特性値を抽出することで，

上記モデル9)の中期予測における信頼性の向上を図る．

さらに，本モデルによる逐次的な居住地分布の将来推

計・可視化手法を開発するとともに，本手法によって，

札幌市における10年後，20年後の予測を行ない，その将

来像について考察を行う． 

 

 

2． 定常性を考慮した住宅立地判別モデルの構築 

 

本章では，都市計画基礎調査のデータのうち，建物に

関するデータを用いて，住宅の立地パターン（出現・非

出現，消失・非消失）と，当該住宅および周辺住宅の建

物情報からなる立地特性値との関係について明らかにす

る．すなわち，平成17年度，19年度，21年度，23年度，

25年度の5年度分のデータを用いて，立地パターンに定

常的に影響する立地特性値を抽出し，先行研究で提案し

た住宅立地判別モデルを再構築する．なお，以下では，

先行研究6)と同様に北区を対象として分析を行うが，発

表の際には，札幌市全区の結果を報告する．  

 

(1) 住宅立地パターンのメッシュデータ化 

 図-1に示すように，「出現」に関しては，住宅が「出

現する」というデータはあるが，「出現しない」という

データは存在しない．本研究では，図-2に示すように，

対象エリアを10m×10mのメッシュで分割し，次年度に住

宅が出現するメッシュ（出現メッシュ）と出現せずに空

きのままとなるメッシュ（空メッシュ）に区分し，メッ

シュ単位で分析を行うこととした．また，分析単位を統

一するため，「消失」に関しても，次年度に消失する住

宅が存在するメッシュ（消失メッシュ）と消失せずに住

宅が残存するメッシュ（残存メッシュ）に区分した．た

だし，メッシュ内に複数の住宅が存在する場合が稀にあ

るため，その場合はランダムに選んだいずれかの住宅を

当該メッシュに割り当てた． 

 

(2) 出現・消失に定常的に影響を及ぼす立地特性値 

 住宅そのものやその周囲の住宅の立地状況などの立

地環境は，住宅の出現や消失に影響を及ぼすと考えら

れる．そこで，上記の方法で作成した立地パターンデ

ータを用いて，表-1に示すような立地環境に関する指

標（立地特性値）を算出し，「出現メッシュと空メッ

シュ」および「消失メッシュと残存メッシュ」のそれ

ぞれにおける差について検討する．なお，周囲エリア

の建物情報の集計は，空間解析で広く用いられるバッ

ファ処理によって行った．バッファの半径は100mとし

たが，この値については事前にどの程度の半径で立地

特性値の差が見られるかを検討した上で採用した． 

 先行研究では，H21とH23の年度間比較により，「出

現・空」，「消失・残存」に影響する立地特性値を抽出

し，それを変数とした住宅立地判別モデルを開発した6)．

しかしながら，この2年度分のデータのみでは，長期的

な立地現象を予測することは困難であり，信頼性に欠け

る．そこで，本研究では，H17～H25 までの隔年のデー

タを揃え，どの年度においても，「出現・空」または

「消失・残存」に影響する立地特性値を抽出し，それを

用いて，モデルを再構築する． 

 具体的な方法を以下に示す．各年度間において，表-1

の立地特性値を算出し，「出現と空」あるいは「消失と

残存」において有意差があり（表中の青セル部），かつ

分析年度 次年度

空

出現

空

消失

残存

住宅

周辺建物の比較

空

住宅

当該住宅・周辺建物の比較

建物ID出現

建物ID消失

データ無し

データ維持
 

図-1 住宅の立地パターン 
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図-2 立地パターンのメッシュデータ化 
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大小関係が比較年度によって変わらない立地特性値（以

下，有効立地特性値．表中の赤セル部）を調べた．10年

程度ではあるが，このような定常的に立地に影響する立

地特性値を用いることで，中期に渡る将来予測の信頼性

を向上させることができると考えられる．  

a) 住宅の出現と立地環境の関係 

 表-1（上段）に示すように，「出現・空」に関しては，

周囲住宅の建築面積，延床面積，建築年数，木造率が有

効立地特性値として抽出された．これらの数値の大小関

係から，木造の戸建て住宅が多く，比較的新しい住宅が

集まるエリアで，新たな住宅が出現する傾向にあること

がわかる． 

b) 住宅の消失と立地環境の関係 

 表-1（下段）には，「消失・残存」の結果を示して

いる．「消失・残存」では，周囲住宅の道路幅員，建

築年数，当該住宅の建築面積，延床面積，駐車面積，

建築年数，実容積率，実建蔽率，道路幅員（隣接道路

幅員）が有効立地特性値として抽出された．これらの

数値の大小関係によると，駐車面積や隣接道路幅員が

小さいなど自動車利用としては比較的不便な環境であ

ることや，周囲の住宅の建ぺい率や容積率が高く集約

的であることが，住宅の消失に影響を及ぼす傾向にあ

ると言える．  

 

(3) 非線形SVMによる住宅立地判定モデル 

 本研究で使用した最も年度が古いデータであるH17と

H19とのデータを用いて， SVMによる「出現・空」およ

び「消失・残存」の2つの判定モデルについて検討する．

判定に用いる変数は，表-1から得られた有効立地特性値

である．カーネルには，最もよく使用されるラジアル基

底関数（RBF：radial basis function）カーネルを採用した．

なお，判別対のデータ数を合わせるために，出現，空，

消失，残存の各データ数を250で統一し，対象地区の全

データからランダムに抽出した． RBFカーネルでは，C

とσの2つのパラメータ調整が必要となる．そこで，この

2つのパラメータを変化させ，最も判別成功率が高くな

る組み合わせを求めるグリッドサーチを行った．なお，

この判別成功率は，5重交差確認法によって算出される

平均値である．また，グリッドサーチの範囲は，C，σ

ともに，底が2，指数が-5から5の指数増加列とした． 

図-4に示すように，「出現・空」ではC=0.5，σ=2，

「消失・残存」ではC=2，σ=0.25において判別成功率の

ピークが見られた．これらのパラメータの組み合わせ

を用いた場合の判別結果を表-2に示す．判別成功率は，

「出現・空」では62.9%，「消失・残存」では83.2%を示

し，高い精度での判別が可能であることから，これら

の組み合わせを最適パラメータとして採用した． 

表-1 立地特性値の比較 

比較年度
立地特性値
（周囲）

建築面積m
2 87.6 128.2 100.4 145.7 91.8 216.8 87.4 127.4

延床面積m
2 173.0 301.8 213.6 387.1 202.4 455.3 172.9 411.7

駐車面積m
2 6.14 9.50 6.36 40.3 7.14 7.65 5.40 21.3

実容積率% 62.3 66.0 62.9 67.8 66.2 63.6 64.0 75.1

実建蔽率% 33.9 33.8 33.6 34.2 34.4 33.5 34.5 34.8

道路幅員m 5.52 4.59 7.17 4.67 6.78 5.86 5.65 5.24

建築年数 16.3 19.8 15.6 20.9 15.4 22.2 19.7 23.6

木造率% 88.5 82.6 87.1 83.4 88.3 81.8 88.8 79.3

敷地残存率% 89.7 88.6 90.1 87.7 90.1 88.2 88.3 88.1

比較年度
立地特性値
（周囲）

建築面積m
2 83.3 84.0 88.9 91.0 83.0 83.3 77.3 84.5

延床面積m
2 146.3 166.6 195.7 187.3 152.1 172.7 134.3 180.2

駐車面積m
2 4.40 6.34 8.32 6.07 6.47 6.22 4.46 7.89

実容積率% 54.2 63.2 69.9 62.4 57.5 62.9 54.5 65.9

実建蔽率% 31.5 34.1 34.5 33.8 32.4 33.8 31.8 34.6

道路幅員m 2.70 3.51 3.41 3.84 3.31 4.69 3.44 4.27

建築年数 23.3 21.2 25.3 22.0 25.7 22.0 27.3 24.8

木造率% 87.5 88.5 85.1 87.9 89.3 89.4 87.8 87.8

敷地残存率% 85.5 85.5 84.8 85.0 84.6 85.4 84.6 85.3

立地特性値
（当該住宅）

敷地面積m
2 340.8 448.5 472.8 306.3 403.2 290.4 375.4 343.5

建築面積m
2 56.3 85.6 56.5 76.8 53.8 79.1 50.3 81.3

延床面積m
2 89.2 210.8 105.9 156.7 89.2 165.8 80.4 157.7

駐車面積m
2 0.92 8.25 1.48 5.99 0.56 9.29 2.40 6.88

建築年数 31.1 20.1 33.9 21.4 34.0 21.6 36.1 25.0

実容積率% 39.1 65.8 38.9 66.6 35.5 60.3 30.3 67.8

実建蔽率% 24.7 34.2 21.7 34.5 22.1 33.1 18.9 35.9

道路幅員m 0.54 4.55 0.96 3.97 1.14 5.37 0.47 4.00

17_19 19_21 21_23 23_25

17_19 19_21

残存

21_23 23_25

出現 空地 出現 空地 出現 空地 出現 空地

　　　　　:　P＜0.１　　　　　　　　　　:　4断面ともに有意差ありかつ大小関係が同じ（有効立地特性値）

消失 残存 消失 残存

消失 残存 消失 残存 消失 残存 消失 残存

消失 消失残存

 

 

 

図-3 SVMパラメータと判別率の関係（出現・空） 

 

 

図-4 SVMパラメータと判別率の関係（消失・残存） 
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3. 本モデルによる居住地の逐次将来予測 

  

(1) 2年毎の逐次予測手法およびその精度検証 

 前章で得られたモデルを用いて，対象地区における

住宅分布の将来予測を行う．まず，もっとも古い調査

年度であるH17のデータから，以下の方法で，10年後

（H25）の住宅分布を予測し，実際の分布との比較によ

り，精度の確認を行う．H17の立地パターンデータ

（10m×10mメッシュ毎に住宅の有・無を表現）を用い，

各有効立地特性値から本モデルにより，2年後（H19）

の各メッシュにおける「出現・空」，「消滅・残存」

を推定する．その結果を用いて，同様の方法により，

さらに2年後（H21）の住宅分布データを作成する．こ

れを10年後（H25）まで繰り返し行う．なお，住宅が出

現する場合，その住宅の建物情報値は，周囲100mの住

宅の情報値の範囲から乱数により設定した． 

 本モデルでは，10m×10mメッシュ毎の住宅立地パタ

ーンを推定できるため，街区レベルなどの詳細な分析

に利用できる．しかしながら，出現に関しては，実際

の出現とは位置にずれが生じ，10mレベルでピンポイン

トに推定することは難しい．そこで，予測した住宅分

布の精度を10mメッシュより大きい街区レベルで検証す

ることを考え，100m×100mメッシュ毎に住宅数を算出し，

H25における予測値と観測値の比較を行った．その結果，

図-5に示すように，両者の関係を見ると，決定係数が

0.8以上となり，1対1で対応することから，大部分のメ

ッシュでは， 10年後の予測が精度よく行えていること

が示された． 

 また，両者に大きな差が生じているメッシュもある

ことから，これらのメッシュがどのような箇所にある

のかを確認するため，予測値と観測値の差分を空間的

に可視化した．図-6に示すように，全体としては，誤

差が約±10以内に収まるメッシュが広く分布している

ことがわかる．しかし，北東部の篠路やあいの里地区

の一部では，予測値が30程度少なく算出される箇所が

集まっている．これらの地区では，先行研究で示した

ように，近年，住宅の立地が盛んであり，変化が大き

い5)ため，本研究で構築した判別モデルでは適用が難し

いものと考えられる．このように，一部の地区におい

ては，大きな誤差が生じることから，これに影響する

要因を調べ，本手法の適用範囲を広げたい． 

 

(2) 札幌市における居住地分布の中期予測 

 上記のように，大部分の地区で予測が精度よく行える

ことがわかったことから，分析開始年度をH25（2013

年）とし，10年後（2023年），20年後（2033年）までの

予測を行い，得られた結果から対象地域における将来の

表-2 5重交差確認の結果 

出現 空

出現 40.6 27.7

空 9.4 22.3

残存 消失

残存 37.5 6.3

消失 12.5 43.8

a 「出現・空」　　最適パラメータ：C= 0.25，σ =0.5

b 「消失・残存」　　最適パラメータ：C =2，σ =0.25

※判別成功率は交差確認5回分の平均値を示す．

判別成功率：62.9%
判別値

観測値

判別成功率：81.3%
判別値

観測値

 

 

 

図-5 100mメッシュ内住宅数の予測値と観測値の関係 

 

 

 

図-6 予測値と観測値の差の空間分析 
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居住地分布について考察を行う．なお，上述のように，

本手法では，10m×10mメッシュ毎の立地パターンデー

タが得られるが，ここでは，対象地区の全体像について

検討することとし，小ゾーン（都市計画基礎調査区）毎

に100ha当たりの住宅メッシュ数）を求め，それをGIS上

に可視化した．対象地区における2013年（H25 実績）お

よび2023年と2033年（予測）のゾーン別住宅密度を図-7

に示す．2011年は，実際の分布として新川や北24条など

比較的都心部に近く，鉄道や高速道路の沿道エリアで住

宅が多い．10年後の2021年には，北部のあいの里や篠路

エリアで住宅が増加し，都心近郊よりも住宅密度が高い

ゾーンも幾つか出現する．20年後の2031年になると，北

部では屯田エリアで増加が見られるものの全体としては

収束傾向にある．その一方で，南部の都心に近い北24条

や麻布エリアにおいて住宅の増加が顕著に現れるこのよ

うな増加傾向の中，中間部の新琴似エリア周辺において

は，わずかではあるが，一様的に住宅の減少が生じる傾

向にある．今後は，本手法の適用範囲を札幌市全域に広

げ，市全体としての将来居住地について予測を行ない，

その傾向について考察を行う予定である． 

 

 

4. まとめ 

 

 本研究では，札幌市のH17からH25までの都市計画基

礎調査データを用いて，先行研究で提案した住宅立地判

別モデルの再構築を行うとともに，そのモデルによる住

宅立地の逐次予測手法を開発し，対象都市における居住

地分布の中期予測を試みた． 

 モデルの再構築に関しては，H17，H19 ，H21，H23，

H25の各年度において，住宅の「出現・空（非出現）」，

「消失・残存（非消失）」に定常的に影響を与える立地

特性値（有効立地特性値）を抽出した．この有効立地特

性値を変数としたSVMによる住宅立地判別モデルを構

築し，「出現・空」，「消失・残存」の両モデルの判別

率は，それぞれ62.9%，81.3%を示した． 

また，逐次予測については，100mメッシュ毎（街区

レベル）で住宅数を用いて，10年後の予測結果と実際と

の関係を求めたところ，大部分のメッシュで住宅数が同

程度となることを示した．  

 今後は，得られた課題を踏まえつつ，他の区でも同様

の分析を行い，札幌市全体における居住地の中期予測を

行い，考察を行う．発表時には，その結果について報告

したい． 
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図-7 札幌市北区における住宅分布の中期予測結果 
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